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アセアン域内の現地通貨利用拡大～タイバーツ～ 
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昨年は多くの新興国において、米利上げの継続や政情不安により、資金流出に伴う通

貨への下落圧力が強まり、改めて、新興国の米ドルに依存する体質が浮き彫りとなった。

こうした中でも、アセアン（東南アジア諸国連合）諸国は、対外的なショックに対する

耐性を強化していたため、アジア通貨危機のような事態に陥ることはなかったが、対米

ドルでの為替変動リスクには直面した。 

このため、アセアン諸国では、各国における構造改革の継続によりファンダメンタル

ズを強化するとともに、域内での通貨や金融安定化の取り組みが重要視されており、そ

の一例としてアセアン域内の貿易取引における現地通貨の利用拡大が挙げられる。 

タイは、国際的な貿易・金融取引における決済通貨の大半が米ドルであるが、アセア

ン域内において、現地通貨であるタイバーツ（以下、バーツ）建ての貿易取引も拡大し

ている。タイ中央銀行（以下、タイ中銀）によると、タイからアセアン向け輸出の米ド

ル建ての割合が、2000 年時点の 90％以上から 2018 年には 70％近くまで低下している

（図表 1）。一方、タイからアセアン向け輸出のバーツ建て割合は、2000 年時点の 5％
台から 2018 年には 25％近くまで上昇している。同様にタイのアセアンからの輸入につ

いても、米ドル建ての割合が減少しているのに対し、バーツ建ての割合が増加している

（図表 2）。特に、2018 年のタイとカンボジア、ラオス、ミャンマー各国（以下、CLM）

との輸出入の通貨別シェアは、バーツ建てが半分近くを占めている（図表 3）。 

 このような背景として、タイと隣接している CLM との間でモノや人の流れが活性化

していることが影響している。タイ進出企業では、労働力確保やコスト削減等を目的に、

CLM の国境付近にある経済特区（SEZ）に製造拠点の一部を移転する「タイプラスワ

ン」の動きが広がっている。加えて、CLM 諸国は 2018 年のアセアン域内における関税

の撤廃により、タイとのさらなる貿易取引の増加が見込まれており、為替変動リスクを

軽減するために、バーツ建て決済がより拡大するものと考えられる。 
タイは、CLM だけでなく、マレーシアやインドネシアとも現地通貨決済の利用に取

り組んでいる。2017 年にタイ中銀は、マレーシア中銀、インドネシア中銀と共に、現

地通貨決済のフレームワーク（LCSF）を発表し、それぞれの国の指定された銀行間に

おける現地通貨の利用規制を緩和している。 
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日本政府は、このようなタイ政府のアセアン域内におけるバーツ建て決済の拡大を支

援すると共に、バーツの安定化のための施策を推進している。2018 年に日本銀行とタ

イ中央銀行は、従来の通貨スワップ協定の交換通貨として米ドルに加え、円も取り扱え

るように制度を拡充した。また、2017 年に円とバーツの直接交換市場を創設 1し、2018
年には日本の財務省とタイ中央銀行が「円・バーツの直接交換拡大」に関する覚書を締

結している。円とバーツの直接交換が可能となった日系企業は、為替手数料が軽減され

るだけでなく、途中で米ドルとの交換を省くことで、米国の金融市場の影響を受け難く

する事ができる。 

さらに、ASEAN+3 マクロ経済リサーチオフィス（AMRO）も東アジア地域の金融セ

ーフティーネットとして立ち上げたチェンマイ・イニシアティブのマルチ化契約

（CMIM）2における現地通貨の使用方法について検討を始めている 3。 

今後もアジア域内での米ドルを介さない現地通貨の利用促進により、アジアの金融市

場の安定化につながることが期待される。 

             以上 

図表 1 タイのアセアン向け輸出 通貨別割合   図表 2 タイのアセアンからの輸入 通貨別割合 

    
出典:タイ中銀                  出典:タイ中銀 
 
図表 3 2018 年 タイとアセアン諸国のタイバーツ建て輸出入の割合（％）     

   
出典:タイ中銀 

 

                                                   
1 円とバーツを交換する場合、円から米ドルと米ドルからバーツの 2 段階の為替取引をするが、直接円か

らバーツへ交換できる市場を開設。 
2 Chiang Mai Initiative Multilateralisation。外貨準備を使った短期的な外貨資金の融通を行う通貨スワップの

意思決定プロセスを共通化した多国間の取極。日中韓およびアセアン諸国が参加。 
3 2019 年 1 月に AMRO はレポート Local Currency Contribution to the CMIM を発表している。 
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ブルネイ インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール カンボジア ラオス ミャンマー ベトナム

タイの輸出 14.5 18.8 14.9 23.7 5.0 32.1 65.7 49.4 19.4

タイの輸入 0.8 9.4 8.6 16.2 6.5 40.1 45.8 9.4 28.0
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